
⇒
一般会計等 全体 連　結

人件費（職員給与、退職手当引当金繰入額等) ｂ 10,802 12,571 12,769

未収金（税等の滞納分） a 減価償却費等 ｃ 11,132 15,497 15,503

退職・賞与等引当金など b 行政サービスに対する支出
注2：退職金等の一部支出額を除く

⑥ 42,098 116,000 131,382

減価償却費等 c 利子償還金 ⑧ 586 1,525 1,527

未払金など d 使用料・手数料等の収入 ① 3,849 59,404 59,896

災害復旧事業費・資産除売却損など 393 755 756

　＋　　　 ⇒ 資産売却益など 211 219 892

60,951 86,726 101,150

使用料・手数料等の収入 ① 税収等、国県等補助金 55,633 84,908 99,889

租税等の収入 ② -5,318 -1,818 -1,261

資産の処分による収入 ③ 資産評価差額　Ｄ 有価証券等の評価差額 0 0 0

市債の発行による収入 ④ 無償所管等　Ｅ 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 872 804 804

注1：繰越金 ⑤ その他　Ｆ 過年度の修正（税収等や国県補助金等） -39 66 64

行政サービスに対する支出 ⑥ -4,484 -947 -393

資産形成に対する支出 ⑦ 214,807 236,980 238,060

公債費（元金・利子の償還） ⑧ 210,322 236,033 237,667

歳入－歳出＝形式収支 ⑨

基金などの積立金等 ⑩ 業務支出 行政サービスに対する支出 ⑥ 53,499 128,412 144,007

土地（市道等の底地を除く） ⑪ 使用料・手数料等の収入 ① 3,499 57,470 58,101

建物等（市道等の工作物を除く） ⑫ 租税等の収入 ② 54,671 83,276 98,257

臨時支出 災害復旧事業費等 135 140 141

臨時収入 0 6 6

　＋　　　 ⇒ イ 4,535 12,200 12,216

投資活動支出 資産形成に対する支出 ⑦ 8,227 15,080 15,255

投資活動収入 資産の処分による収入 ③ 4,823 5,463 5,643

市道・林道・河川等 e ロ -3,404 -9,617 -9,612

リース資産 f 1,132 2,583 2,604

建設中の資産 g 財務活動支出 公債費（元金の償還） ⑧ 8,063 12,564 12,732

市債の残高 h 財務活動収入 市債の発行による収入 ④ 6,920 10,239 10,252

ハ -1,143 -2,324 -2,480

事業用資産 106,506 112,321 112,342

インフラ資産 176,069 243,497 243,497

物品 4,350 10,386 10,437

無形固定資産 370 4,371 4,376

投資及び出資金 518 4,224 4,080

基金などの積立金等 14,758 16,300 16,535

現金預金 ⑨ 2,352 10,504 11,461

未収金 a 184 4,129 4,868

財政調整基金等 ⑩ 2,544 2,630 4,141

地方債等 h 76,723 132,407 132,435

退職手当引当金など b 11,184 21,489 20,157

１年以内償還予定地方債等 h 7,560 11,820 14,792

賞与等引当金等 b 1,863 6,614 6,685

210,322 236,033 237,667

※百万円未満を四捨五入したため一致しない部分があります。

⑩

組み替え後（単位：百万円）
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※　発生主義の勘定科目は、実際に現金の出し
入れはありませんが、決算時点で支払い義務等
が発生しているものについて、合理的な計算方
法で算出した金額を計上しています。

注1：繰越金は、前年度の形式収支（歳入－歳
出）の額であり、前年度の貸借対照表の金融資
産として計上しているため、組み替えの対象外と
なります。
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財源　Ｂ

本年度純資産変動額　Ｇ（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ）

前年度末純資産残高　Ｈ

業務活動収支（業務収入－業務支出＋臨時収入－臨時支出）

経常費用

注2：前年度の行政コスト計算書において、発生主義に基づき退職・賞与等引当金として
計上した額には、本年度実際に支出した退職金や賞与金の一部が含まれているため重複
分を本年度支出額から控除しています。
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平成２９年度　唐津市財務諸表　概要版（現金主義の決算書から財務諸表への組み替え）
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純行政コスト（経常費用－経常収益＋臨時損失－臨時利益）　Ａ

投資活動収支（③－⑦）

臨時損失

臨時利益

本年度差額　Ｃ　（Ｂ－Ａ）

業務収入


